
 

 

「令和５年度事業報告」 

 

Ⅰ 助成事業 

 １ 学校教育事業助成 

  （１）幼稚園 

    ・１園につき 20万円を限度に９事業を助成 

    ・校園周年記念特別事業助成加算         １園 

     （助成件数：愛珠幼稚園等６園９事業 助成総額 １,３００,０００円） 

  （２）小学校 

    ・１校につき 30万円を限度に７事業を助成 

    ・校園周年記念特別事業助成加算         ２校 

    ・外国語対応教育環境充実助成加算        ３校 

     （助成件数：玉造小学校等７校７事業 助成総額 ３,０８８,０００円） 

  （３）中学校 

    ・１校につき 40万円を限度に５事業を助成 

    ・校園周年記念特別事業助成加算         １校 

    ・外国語対応教育環境充実助成加算        １校 

     （助成件数：東中学校等３校５事業  助成総額 １,４７２,０００円） 

 

 ２ 社会教育・生涯学習事業助成 

  （１）社会教育団体 

    ・１団体 40万円を限度に 10事業を助成 

     （助成件数：区子ども会育成連合協議会等 10団体 10事業 

助成総額 ２,９５０,０００円） 

  （２）生涯学習団体 

    ・１団体 10万円を限度に５事業を助成 

（助成件数：生涯学習推進員中央区連絡会等５団体５事業 

助成総額   ５００,０００円） 

 

 

 



 ３ 地域文化・まちづくり事業助成 

  （１）地域文化団体 

    ・１団体につき 15万円を限度に 28事業を助成 

     （助成件数：こころに花咲く「緑花中央」等 27団体 28事業 

助成総額 ３,５９７,０００円） 

  （２）まちづくり団体 

    ・１地域につき 40万円を限度に 15事業を助成 

（助成件数：愛日地域社会福祉協議会等 10団体 15事業 

助成総額 ２,０００,０００円 

 

 ４ 助成事業の広報 

  （１）財団のホームページに掲載      10月 24日 

  （２）広報ちゅうおうに募集記事掲載    ２月１日 ２月号 

  （３）中央区社協だよりに募集記事掲載   ２月 17日 ２月発行 VOL.73 

 

Ⅱ 特定費用準備資金積立金事業 

 １ 校園周年記念特別事業助成積立金（平成 30年度設定） 

   令和５年度同事業実施校園分 1,250,000円を取り崩した。 

   本積立金は、６年３月末で計画期間が満了した。 

 

 ２ 外国語対応教育環境充実助成積立金（令和元年度設定） 

   ５年度同事業実施校園分 110,000 円を取り崩すとともに、第 54 回理事会の決議

により６年３月末時点における積立残額 33,000円の目的外取崩しを行った。 

   本積立金は、６年３月末で計画期間が満了した。 

 

 ３ 基本財産運用益減収対策積立資金（令和２年度設定） 

    ５年度においては、積立て・取崩しは行っていない。 

 

 ４ 財団設立 100周年記念事業積立資金（令和４年度設定） 

 ５年度において、広告宣伝費の減などにより、収支差額（剰余金）が予算より増

加することが見込まれたので、計画の一部を修正し、５年度剰余金 2,100,000円を

積み立てた。 

 



Ⅲ 広報活動報告 

 １ 「財団だより」の発行（４回発行） 

    ４月１日 第 33号 発行 

    ７月１日 第 34号 発行 

    10月１日 第 35号 発行 

    １月１日 第 36号 発行 

 

 ２ 財団ホームページの更新による情報開示 

    ４月７日  令和５年度事業計画書及び収支予算書、「財団だより」第 33号を 

掲載 

    ７月５日  令和４年度事業実施報告書及び財務諸表、令和５年度助成事業一 

覧、「財団だより」第 34号を掲載 

          役員・評議員名簿を更新 

    10月 24日 令和６年度助成金募集要項、「財団だより」第 35号を掲載 

    １月 11日 「財団だより」第 36号を掲載 

 

Ⅳ その他 

 １ 東教育財団設立 100周年記念事業の準備 

 「東教育財団設立 100周年記念事業実行委員会」を設置し、記念講演会・祝賀会

の開催、記念品の作成・配付、記念誌等の発行等について協議し、実施に向けた準

備を進めた。 

  



Ⅴ 令和５年度財団運営・事業等実施状況 

 

実施月日 運営・事業等 内    容 備 考 

４月１日 東教育財団だより 第 33号発行  

４月７日 財団ＨＰ更新 ５年度事業計画・収支予算、

財団だより掲載 
 

４月 13日 第 50回理事会 ５年度助成事業の決定等 中央区地域コミュニティプラザ 

４月 17日 第１回評議員及び役員候補者選考委員会 評議員、理事及び監事候補者選考協議 事務所 

４月 19日 拡大役員会 評議員、理事及び監事の選任推薦協議 事務所 

４月 26日 助成金交付決定通知 ５年度助成金決定通知発送 学校園等申請者 

５月 10日 第 29回助成金審査会 ４年度実施報告書審査 事務所 

第１回業務執行役員会 理事会議案審議等 事務所 

５月 12日 監事会 ４年度決算監査 事務所 

５月 23日 第 51回理事会 ４年度事業報告・決算報告等審議 中央区地域コミュニティプラザ 

５月 29日 第２回評議員及び役員候補者選考委員会 評議員、理事及び監事候補者選考協議 事務所 

６月６日 第２回業務執行役員会 評議員会議案審議、業務執行確認等 事務所 

６月 16日 第 25回評議員会 ４年度事業報告・決算報告等審議、

評議員・理事・監事の選任等 

シティプラザ大阪 

第 52回理事会 理事長・会計理事・審査理事の選定等 シティプラザ大阪 

６月 26日 定期報告書類の提出 事業報告・財務諸表の提出 大阪府へ電子申請 

６月 30日 理事等変更登記 選任・選定の登記 大阪法務局 

助成金第１回分交付 学校・団体等へ交付  

７月１日 東教育財団だより 第 34号発行  

７月５日 財団ＨＰ更新 ４年度事業報告・財務諸表、

財団だより等掲載 

 

７月 10日 役員等変更届の提出 役員等変更届の提出 大阪府へ電子申請 

７月 25日 助成金第２回分交付 団体等へ交付  

７月 27日 第３回業務執行役員会 財団設立 100周年記念事業協議、

業務執行確認等 

事務所 

８月 23日 第４回業務執行役員会 財団設立 100周年記念事業協議、

業務執行確認等 

事務所 

８月 25日 助成金第３回分交付 団体等へ交付  

９月 25日 助成金第４回分交付 団体等へ交付  

９月 27日 第５回業務執行役員会 理事会議案審議、業務執行確認等 事務所 

10月１日 東教育財団だより 第 35号発行  



10月５日 監事会 上半期事業実施及び執行状況監査 事務所 

10月 13日 第 53回理事会 ５年度事業・会計中間報告、 

６年度助成事業等審議 

中央区地域コミュニティプラザ 

10月 24日 財団ＨＰ更新 助成金募集要項、財団だより掲載  

10月 25日 助成金第５回分交付 団体等へ交付  

11月７日 助成金説明会 学校教育事業助成関係学校・幼稚園 中央区地域コミュニティプラザ 

11月８日 助成金説明会 社会教育・生涯学習事業助成関係団体 中央区地域コミュニティプラザ 

11月９日 助成金説明会 地域文化・まちづくり事業助成関係団体  中央区地域コミュニティプラザ 

11月 24日 助成金第６回分交付 団体等へ交付  

12月６日 第６回業務執行役員会 財団設立 100周年記念事業協議、

業務執行確認等 

事務所 

１月１日 東教育財団だより 第 36号発行  

１月９日 助成金第７回分交付 団体等へ交付  

１月 11日 財団ＨＰ更新 財団だより掲載  

１月 31日 第７回業務執行役員会 東教育財団設立 100 周年記念事業実行

委員会議案審議、業務執行確認等 

事務所 

２月１日 事業助成募集記事の掲載 広報ちゅうおう掲載  

２月７日 第１回東教育財団設立 100

周年記念事業実行委員会 

財団設立 100 周年記念事業協議 事務所 

２月 13日 ６年度助成金受付 ６年度助成金申請書の受付 ～2/29 事務所 

２月 17日 事業助成募集記事の掲載 中央区社協だより掲載  

３月１日 第８回業務執行役員会 理事会・評議員会議案審議、業務執行確認等 事務所 

３月８日 第 54回理事会 ６年度事業計画書・予算書等審議 中央区地域コミュニティプラザ 

第 26回評議員会 ６年度事業計画書・予算書等審議、

定款の変更決議 

中央区地域コミュニティプラザ 

３月 22日 定期報告書類の提出 事業計画・予算書の提出 大阪府へ電子申請 

３月 25日 定款の変更届の提出 定款の変更届の提出 大阪府へ電子申請 

３月 28日 第 30回助成金審査会 ６年度助成金の審査 事務所 

第９回業務執行役員会 理事会議案審議等 事務所 

    

    

適  時 事業の進捗報告 理事長・会計理事・審査理事へ 事務所 

適  時 公認会計士の指導 財務諸表にかかる指導 事務所 

適  時 職員研修 公益法人運営・財務会計等  

 

 〇事業報告の内容を補足する重要な項目がないため、添付資料以外に事業報告の附属 

明細書は作成していない。 


